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労働政策審議会　　御中

同労働条件分科会　委員各位

労働時間法制についての審議に関する要請

全国労働組合総連合
議長　熊谷　金道
４月１１日に開かれた第５４回労働政策審議会労働条件分科会において、「労働契約法及び労働時間法制に係る検討の視点」という文書が提案された。この文書の内容に関し、労働政策審議会ならびに同労働条件分科会の委員各位に、下記事項の要請を行なうものである。

記

【要請事項】

１．今後の労働時間法制の改革の目標を、長時間労働問題の解消と「ワークライフ・バランス」　の実現におき、実効ある法改正や施策を検討すること

２．前項１の政策目標実現のため、分科会は労働時間法制の審議を継続・集中して行なうこと

３．法制度論議を充実させるために「違反事例」の分析を重視すること

４．前項の目的にそぐわない「労働時間規制の適用除外制度」は事務局提案文書からはずすこと。

５．すでに適用除外とされている管理監督者についても制度運用の適正化を審議すること。深夜　業の割増賃金規定については適用除外としないこと。

６．長時間労働の是正とワークライフ・バランス実現のためには、生活の基本である１日毎の実　労働時間の適正かつ実効的な規制と休日・休暇の十分な確保を実現する労働時間法等の抜本的　強化が必要である、とのスタンスを公労使の共通認識として審議をおこなうこと

【要請理由】
１．今後の労働時間法制の改革の目標を、長時間労働問題の解消と「ワークライフ・バランス」の実現におき、実効ある法改正や施策を検討すること

分科会に提示された各種調査結果からも明らかなように、日本における労働時間問題の焦眉の課題は、多くの労働者が長時間労働を余儀なくされ、家庭生活や地域での活動どころか、自分の心身をリフレッシュさせる時間すら確保できず、健康をおびやかされ、メンタルヘルス問題、過労死・過労自殺がおきるほどの状況にあるという事態を緊急に是正する点にある。厚生労働省も経済団体も「ワーク･ライフ･バランス」の視点を打ち出しているが、これは、少子化問題の解決や男女共同参画社会の実現、教育問題という視点からも、長時間労働をいかに克服するかが喫緊の課題と認識されているからである。したがって分科会では、こうした政策目標を実現するための法制度改革、労使の取り組みの改善、行政指導の改善を具体化する、という視点で審議を進めるべきである。

２．前項１の政策目標実現のため、分科会は労働時間法制の審議を継続・集中して行なうこと

　第52、53回分科会の内容は、今後の労働時間法制の在り方についての労使の意見対立だけでなく、なにを目標として議論をするかという土台のところのすれ違いを感じさせるものであった。事務局は「今後の労働時間制度に関する研究会報告書」の提言を「素材」として示し、使用者側委員はそこに示された個々の提案について賛否を明らかにした。一方、労働者側委員は事務局提案文書が「研究会報告」の提言の丸写しであるとし、「『研究会報告』を叩き台としない」との了解事項に反することをまず問題とした。さらに内容面では、「自律的に働き、かつ、労働時間の長短ではなく成果や能力などにより評価されることがふさわしい労働者が存在する（研究会報告では「増加している」と記載）」というのは事実ではないと批判し、それにもかかわらず、事務局文書に「自律的に働きたい労働者」を対象とした「労働時間規制の適用除外制度」が盛り込まれたことに強い異議を唱えた。さらに労働者側委員は、分科会の議論の在り方について、長時間労働の弊害をふまえそれを是正するという政策目標に向けて議論を進めるべきではないのかと意見し、使用者側委員の姿勢と審議運営の在り方を批判した。

この2回の審議では、労使の基本姿勢の違いは鮮明となったものの、過労死すら生んでいる長時間労働の要因分析にふみこみ、問題解決の方途を探り、法制度改革に向けて労使のコンセンサスを得るよう、議論をつめていくことはなされなかった。時間外・休日労働の削減や年次有休休暇の取得率の改善といった施策を進めるための建設的な論議はほとんどなされないままであり、議論は緒についたばかりである。

分科会は、労働時間法制問題を審議するにあたって、それが労働者の命と健康にかかわり、かつ少子化の進行という社会の再生産にかかわる重大問題であることをふまえ、審議を継続・集中していくべきである。

３．法制度論議を充実させるために「違反事例」の分析を重視すること

議論を進めるにあたっては、職場の労働者の実態、労使関係の実態を丁寧に洗い出していく作業が必要不可欠である。事務局から、様々な統計資料や監督指導のまとめが討議素材として提出されているが、労働時間法制は最低基準の設定に関する問題であることから、基準法すら守られない法違反の実態・実例を丹念に分析・検討する必要がある。使用者側委員各位の企業の実例は大変立派であり、「労使自治の模範例」として内容を広く紹介するに値するが、監督指導状況に示されているとおり、巷には労基法違反をする経営者があふれており、長時間労働・不払残業に苦しむ労働者は数多い。使用者側委員が指摘するように、時間管理にルーズな労働者がいることも事実であろうが、職場における使用者の規制力・支配力の強さを前提として、なぜ法律が守られないのか、そうした事態をどうすべきかを議論するべきである。その上で、人事労務管理の改善に向けて労使のなすべき課題、法制度の改革の在り方、監督指導の改善強化等を審議し、具体策を打ち出すのが分科会の役割と考える。

なお、全労連加盟組織に日々よせられる労働相談事例のうち労働時間に関連したケースを抜粋した資料と「過労死家族の会」の手記を別紙に紹介した。審議にいかしていただきたいと考える。

４．前項の目的にそぐわない「労働時間規制の適用除外制度」は事務局提案文書からはずすこと。

分科会に参考資料として提起された「今後の労働時間制度に関する研究会報告書」では、「自律的に働き、かつ、労働時間の長短ではなくその成果や能力などにより評価されることがふさわしい労働者の増加」が現状認識の柱に据えられ、そうした労働者にむけた「新しい自律的な労働時間制度」即ち、「労働時間規制の適用除外制度」の導入が提案されている。しかし、この提案については、以下の理由から「審議の柱」からはずすべきである。

①第１の理由は、労働時間規制の適用除外となる対象労働者の範囲を広げることは、分科会の目標であるべき長時間労働の是正や、４・６通達などで示された厚生労働省の時間管理厳格化の方針に逆行するものだからである。実態としては労働者であるにもかかわらず、管理監督者とみなされ不払残業をさせられるという違法行為が横行して訴訟も起きている情勢にあって、管理監督者の手前に位置する労働者まで時間管理からはずすことは、たとえ要件を厳格化したとしても、長時間労働をより深刻化させるとみるのが相当である。そもそも、管理監督者の一歩手前の労働者に、職務遂行の手法や労働時間の配分についての幅広い裁量や、自己の業務量のコントロールができる、などということはありえない。現在でも、長時間労働の主たる要因は「仕事量が多すぎる」ないし「要員が少なすぎる」ことにあり、対象労働者が業務過重による長時間労働に陥る可能性は高い。しかも、そうなっても時間外割増も支払われず、過労死しても自己責任とされるような適用除外制度は、ワークライフ・バランスの実現をめざす上で障害となる。

　なお、本人同意要件によって選択の自由が保証されているから、強いられた長時間労働という問題は生じないとの考えもあろうが、職場の現実はこの問題について、労働者に選択の自由を許すほど甘くはない。現に分科会で使用者代表は「管理監督者手前に位置するクラスであれば本人同意などは不必要」と主張している。こうした考えを抱く使用者の管理する職場においては、同意要件が制度として準備されたとしても、労働者には様々な圧力がかけられ、同意要件が有効に機能することはないとみるべきである。

　また、仮に選択の自由が保証されたとしても、それでも問題は残る。適用除外制度を自ら選択するような労働者像について、研究会は当初、「創造的・専門的能力を真に発揮するために、昼夜の区別なく働くことを希望する労働者（「第10回今後の労働時間制度に関する研究会」『各論点ごとの考え方のたたき台(1)』）と表現していた。後にこの表現は変更されてしまったが、時間規制の適用除外を望むような労働者のワーク･スタイルとは、まさにそうしたものであることが想定される。昼夜の区別なく働くことを希望する労働者がいた場合、法は何をなすべきか。健康破壊と過労死、家庭破壊の可能性を示唆し、働き方にブレーキをかけることこそが、労働基準法と基準行政の役割と考える。

②「新しい自律的な労働時間制度」の提案を取り下げるべき第２の理由は、分科会の審議を通し、「自律的に働き、かつ、労働時間の長短ではなくその成果や能力などにより評価されることがふさわしい労働者」が「存在する」ないし「増えている」という事実認定に問題があることが明らかとなっているからである。そうした労働者がどこに存在しているのか、という労働者側委員の質問に対して事務局は、主に企画業務型裁量労働制で働く労働者の中にいるとし、企画業務型で働く労働者のうちの法的効果について「変更してもよい」と考えている人が31.4％みられるというアンケート結果を紹介した。しかし、企画業務型で働く労働者は全労働者の0.2％にすぎず、アンケート結果でいう法的効果を「変更してもよい」という人は全労働者の0.06％にすぎない。さらに、アンケートの追加設問をみると、そのうち「一定日数の休日・休暇が確保されるならば適用除外してもよい」は全体の0.019%、「高い水準の年収が確保されるならば適用除外してもよい」は0.023%、「規制をすべて適用除外してもよい」は0.005%にすぎない。

厚生労働省の審議官自身が、第50回労働条件分科会の中で「時間でなく成果で評価される労働者、仕事の出来具合で賃金を支払われたいという人をなんとか探し出して、そういう人にふさわしい時間制度をつくりたい」と語っていることからしても、多くは存在しない労働者を仮定していることがわかる。制度を求めているのが、不払残業の罪を問われなくなる使用者だけであって、労働者側に要求が乏しいのであるから、提案は取り下げるべきである。

なお、使用者側委員や公益委員から、多様な働き方のニーズに応えるべきとの主張がだされているが、適用除外制度を求める労働者側のニーズは上記のように希薄である。

③「新しい自律的な労働時間制度」の提案を取り下げるべき第３の理由は、新制度を展望する前段の制度として企画業務型裁量労働制を位置づけている「研究会報告」ならびに事務局の認識自体が間違っており、制度提案の根拠がないからである。「研究会報告」によれば、「現行の企画業務型裁量労働制は、そもそも、実際の労働時間の長短と賃金との関係を切り離すことにより、労働者に自律的な働き方を促すための制度として創設されたものであり、当然、その対象労働者には新しい自律的な労働時間制度の対象労働者となるべき者も相当数含まれていると考えられる」とする。しかし、企画業務型裁量労働制は、みなし労働時間を定めた裁量労働制であり、時間から切り離された制度ではない。また、公益委員からは「時間と賃金とを切り離す事に裁量労働制の趣旨があるということ自体、納得のいかない、おかしな認識だ」との批判がだされている。間違った制度認識を前提とした提案は取り下げられるべきである。

④第４の理由は、「労働時間の長短ではなくその成果や能力などにより評価されることがふさわしい労働者」という定義をたてること自体が、現場の実態にそぐわないからである。労働者側委員が指摘するように、実際には、所定労働時間を定め、そこで働いている労働者に対しても能力や成果･業績評価による賃金制度は取り入れられており、労働時間の長短で評価を受けているわけではない。労基法上の時間規制を適用除外されている管理監督者であっても、所定労働時間で働く部下より早く来て、部下が帰った後に管理職としての仕事をこなして帰るというのが通常の姿であり、所定労働時間を基本として働いている。職場実態にあわない「研究会報告」の提案は「労働関係の実態」から法制度の改善を行なおうとしている分科会の検討素材にふさわしくない。

　使用者側委員や一部の公益委員からは、国際競争の激化を背景として、知的労働が重要となっており、所定労働時間でしばられない「労働時間の長短ではなくその成果や能力などにより評価されることがふさわしい労働者」的な働き方が必要となっている、との意見がだされているが、それについては現行の裁量労働制で事足りると考える。

⑤第5の理由は、使用者側委員ならびに一部公益委員の説く「新しい自律的な労働時間制度」の必要性の根拠に不合理さがあるからである。曰く、ある仕事を6時間でこなせる人と8時間でもこなせない人がいる。こなせない人は時間外労働におよんで時間外割増賃金をもらうのに、能力のある6時間でこなせる人には割増もつかず、時間にしばられて2時間早く職場をでることもできない。これは不公平であるから、能力のある6時間でこなせる人のために労基法を変えて労働時間規制を適用除外できるようにしよう、と主張されている。しかし、ここで取り上げられた問題は、企業内での人事労務管理・評価制度の在り方の話であり、労働基準法を云々する話ではない。あげられた２タイプの労働者の間の損得は、現実には存在しない。というのも、能力のある人は残り2時間を無駄にすることなくなんらかの重要な仕事をこなしているはずであるし、それほど明らかに優秀な人材であれば人事考課の結果、より高度な職務につくなどして、高賃金を手にしているはずだからである。さらにいずれは組織の幹部へと昇進し、真に自己裁量で自律的に働くことができる世界に入っていくはずである。こうした能力のある労働者のやる気と能力を有効活用できないような無能なマネージメントなど、「かつてない厳しい競争にさらされている」はずの現実の企業にはありえず、したがって、寓話のような問題は存在しない。よってこの話からは時間規制の適用除外の必要性は導かれない。

そもそも労働契約は、使用者と労働者は対等でありながら、使用と従属の関係となるものであり、労働者は使用者の指揮、命令の下で働かざるを得ず、健康等を自ら守る手段は制約されている。それ故、使用者は、労働者が健康を損なわないよう配慮する義務がある。その根本となるものが労働時間規制に他ならない。その撤廃を求めるかのような使用者側委員の言動は、労働者の健康等を守る義務を放棄するものといわなければならない。
５．すでに適用除外とされている管理監督者についても制度運用の適正化を審議すること。深夜業の割増賃金規定については適用除外としないこと。

管理監督者については、その「職位」についての統計結果が事務局から資料提示されただけで審議はいっさいなされていない。すでに述べたように、経営者と一体的立場にあるとはいえない多くの「管理職」が、制度を濫用されて時間管理の適用除外の扱いを受けているという労基法違反の労働実態がある。これをいかに是正するか、審議が必要である。また、管理監督者はもっとも長時間労働を強いられる層であり、その是正策が講じられるべきである。深夜業手当の支払い状況に対する調査と監督指導の必要について強化をはかるべきであり、深夜業割増を適用除外とするなどはおよそ妥当な措置とはいえない。

６．長時間労働の是正とワークライフ・バランス実現のためには、生活の基本である１日毎の実労働時間の適正かつ実効的な規制と休日・休暇の十分な確保を実現する労働時間法等の抜本的強化が必要である、とのスタンスを公労使の共通認識として審議をおこなうこと

使用者側委員は、事務局提案のうち、「年次有給休暇の計画取得義務化」、「時間単位の年休取得」、「年休買取」、「時間外割増率引上げ」、「時間外労働の上限設定」、「罰則強化」については全て反対した。他方で、「フレックスタイム制・事業場外みなし労働時間制」については規制緩和の方向での見直しを求め、「労働時間規制の適用除外制度」は賛成しただけでなく管理監督者に準ずる人間が対象であるから本人同意要件は不要と主張されている。こうした見解の背景としては、企業の競争条件が以前とはまったく違うほど厳しくなっていることがあげられ、中国の追い上げなどを例示して時間と量の勝負から、質・知的労働の勝負になっている、との説明がなされた。

しかし、競争に勝つために、知的労働をになう人材が十全な能力発揮をするには、健康で安定した生活が欠かせない。長時間にわたり集中して仕事に従事し、成果を上げる場面が一時的に必要なことはあるとしても、それが恒常化したのでは、かえって知的労働の質は低下させてしまう。使用者側委員は、こうした安全衛生上の常識を議論の基本におくべきである。

また、国際競争力の問題を言うのであれば、ヨーロッパ先進国の労働時間法制はどうなのか。日本より厳格な労働時間管理がなされ、長時間労働がなく、長期にわたるバカンスを労働者が楽しめる国々においても国際競争力を誇るブランド力のある大企業は存在するのではないか。企業の社会的責任が企業評価につながる時代にあって、労働者のワークライフ･バランスも保証できないようでは、それこそ今後の国際社会を生き抜くことはできないのではないか。

経営者の求めるものが、不払残業の合法化などではなく、労働者の創造性と能力の十全な発揮を促進する制度だというのであれば、労働者の疲労度を高めて能率を低下させる長時間労働を改善・是正することが第一であり、今よりもさらにしっかりとした時間管理が求められてしかるべきである。そのポイントは、生活の基本的な単位である1日の労働時間を適正に規制し、年次有給休暇取得を引き上げることである。こうしたスタンスでの審議はかることを、重ねて強く要請するものである。

以上
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